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電磁両立性（EMC）に係る事業者からの意見聴取結果について 

 

令和４年１月 20 日  

技 術 基 盤 課 

システム安全研究部門 

 

１. 概要 

令和３年９月９日に開催された第４９回技術情報検討会において、電磁両立性

（EMC）に係る規制動向の調査について報告1し、海外調査の結果を踏まえ、国内の

産業界における EMC 対策として達成すべき水準についての考え方及び基本文書が

指定する規格基準の適用性並びに国内における試験実施の可能性等に関する事業

者の状況について、公開で意見を聴取し、制度改正の要否等についての検討を行う

こととなった。 

これに関し、令和３年１２月１６日に事業者意見を聴取する会合2を開催し、原子

力エネルギー協議会（以下「ATENA」という。）から説明を受けた（参考参照）こと

から、その結果を報告する。 

 

２. ATENAからの聴取の結果 

主な説明は以下の通り。 

（１）国内原子力発電所での具体的な電磁環境への対応 

○ 達成すべき水準としては、典型的な電磁的事象（①過渡電圧/電流、②無線周

波の電磁妨害、③静電気放電、④磁界、⑤電源変動）の影響によって、原子力

発電所の安全機能を損なわないこと。 

○ 具体的な対策としては、機器・装置の重要度や仕様（電源、入力信号の種類な

ど）に応じて、以下の対策を実施している。 

○ 設計面からの対策 

- ノイズフィルタや絶縁回路の設置等のノイズ対策 

- 実証試験による電磁環境に対する試験の実施方法を整備 

○ 運用面からの対策 

- 溶接作業の制限、大型電動工具使用時のノイズチェック、制御回路保守時

の静電気対策等 

- 携帯電話の持込み管理、中央制御室におけるカメラフラッシュの使用制限

等 

 
1 電磁両立性（EMC）に係る規制動向の調査について（案）（第４９回技術情報検討会資料４９－２－

４） 
2 第１７回新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合 

資料５１－１－２ 

<技術情報検討会資料> 

技術情報検討会は、新知見のふるい分けや作業担当課の特定を目的とした事務的な会議体 

であり、その資料及び議事録は原子力規制委員会の判断を示すものではありません。 
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○ 実績としては、設備設置時やプラント起動試験時の機能試験などにおいて、

設置環境下での安全機能の健全性を確認している。その結果、周辺ノイズ環

境下における電磁的障害により、一過性の指示変動などはあったものの安全

保護系が作動できなくなるような事象は発生していない。 

 

（２）原子力発電所における電磁両立性（EMC）に関する国内外の状況 

○ 国内では、1990年代に実証試験等を実施し、2011年に JEAC4620-2008「安全

保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程」がエンドースされた。欧

米では 2000年代から規制ガイド、規格が整備されてきた。 

○ イミュニティ3に関しては欧米規格と同様の電磁的事象を考慮した試験を実

施してきたが、試験規格の細部に至っては必ずしも一致していない。また、

エミッション4に関しては試験を実施していない。 

 

（３）現状のまとめと今後の対応方針 

○ 電磁両立性(EMC)を含む電磁環境への対応として達成すべき水準は確保でき

ているが、試験の実施要領等が共通の指針又は標準となっていない。 

○ 以下の内容について検討継続し、産業界の自主活動として取組んでいく。 

- 欧米の最新規格に照らして実施すべき追加項目はないか検討の上、その

結果を ATENA文書にて明確化 

- 米国を参考に既設パイロットプラントにおける周辺ノイズ環境の測定方

法、評価方法などの検討 

○ 産業界の詳細な対応内容が纏まり次第(2022年 6月目途)、意見交換を要望す

る。 

 

３．主な質疑応答 

（１）達成すべき水準について 

○ 達成すべき水準について具体的な説明がなかったが、現在の達成水準とこれか

ら達成しようとしている水準について、今後説明があると理解してよいか。（技

術基盤課 佐々木企画調整官） 

○ 今後、全事業者、全プラントでどのような規格を参照し、どのレベルを目指し

ていくのかについてより体系的、標準的、具体的な進め方を明示する。（ATENA） 

○ 設計運用面からの対策例が示されているが、盤レベルの対策が中心になってい

る。電磁両立性に関していえば、回路設計だと筐体の設計等コンポーネントユ

ニットレベルでの対策の効果が一番高く、それを前提として、盤や電源等に対

策を施していくものと思っている。今後、コンポーネントユニットレベルの対

策等は示されるのか。（核燃料廃棄物研究部門 酒井上席技術研究調査官） 

 
3 電磁的事象への電子機器の耐力 
4 電気／電子機器の動作によって生じる電磁的事象 
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○ 回路レベルや部品レベルは、基本的には各メーカーで検証され、品質保証され

たものが納入されているので、事業者としては、装置、盤のレベルで体系立て

て試験をするという考えである。（ATENA） 

○ 安全機能を損なわないことという説明があったが、対象は安全系で待機系なの

で、必要になったときに動くことが使命である。イミュニティの観点からは、

必要なときには補機が動作でき、過渡変化を起こすような不要な動作は起きな

い、ということを試験で確認しているという理解でよいか。（遠山技術基盤課

長） 

○ その通りである。（ATENA） 

○ 今後、ATENA 文書を作るとの方針だが、イミュニティの基準値に対してどの程

度の余裕をもって耐えるのかというようなことは含まれるのか。（遠山技術基

盤課長） 

○ 余裕の程度をどこまで含むかの前に、まずは基準とこれによる判定を考えてい

る。（ATENA） 

（２）規格基準について 

○ 国際的な規格基準では、米国も欧州も 20 項目程度の試験項目が規定されてい

る一方、事業者の説明資料では、耐ノイズ・サージについて 4項目が記載され

ており、規格も引用されているが、これで十分な範囲をカバーしているか確認

が必要。また、EMC に関する規格は複数の判定基準を有する汎用のものが多い

ので、適切な判定条件が選ばれているのか確認が必要と考える。（技術基盤課 

今瀬専門職） 

○ 欧米で考慮されていることと、国内で考慮していることは基本的には同じで、

電磁的事象に耐えることと思う。国内のプラントの環境では不要と判断してい

る試験もあり、必ずしも項目数が少な過ぎるとは思わないが、最新の知見に合

わせて、今後見直していきたい。（ATENA） 

○ 国内で参照している主な試験規格は、事業者ごとに同じ規格を使っているわけ

ではないという説明だが、どの規格を使うかが決まってないのか、そもそもど

れも使っていないプラントもあるのか。（技術基盤課 佐々木企画調整官） 

○ 規格名を記載している項目は、いずれかの規格を使用している。メーカー標準

と記載しているものは、日立、三菱、東芝 3社のものをプラントごとに使用し

ている（ATENA）。 

○ 一般産業界では、国内であれば情報処理装置等電波障害自主規制協議会による

自主規制や、海外では EMC に関する EU 指令等既に対応が行われている。これ

らにより、一般産業の電子機器の EMC 耐性は、10 年、20 年前と比べて上がっ

ているが、国内の原子力発電所の装置は最新の設計の電子機器が用いられてい

るとは限らない。例えば、これから既設の置き換えとして、従来の装置から大

きな設計変更がないとして導入する装置について、最新の一般産業の電子機器

に比べて、どの程度の水準にあるのか。この分野は発展が速く、特にデジタル

化されて以降、CPU の動作周波数が上がる、回路電圧が下がる等状況の変化を
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反映して、一般産業の電子機器は、特にエミッションに対する要求など全体と

して要求水準は厳しくなっている。他方、原子力発電所では、個々の装置につ

いてメーカーがその据付状況での動作について責任をもって納入している反

面、現在の一般産業で達成されている電磁両立性の要求レベルについて特に意

識しなくてもすむ状況にあるのではないか。原子力の安全上の問題が起こる可

能性は低いかもしれないが、電磁両立性について一般産業の電子機器として求

められる水準に対して、どのレベルにあるか分かると、技術的に判断しやすい。

（核燃料廃棄物研究部門 酒井上席技術研究調査官） 

○ 原子力発電所は、不特定機器から様々な電磁的外乱を受けるような可能性は低

いので、今まで実施してきたことで問題ないという見解だが、世の中一般とし

てどの程度の EMC対策を行っているかについては、次回の報告の際には、まと

めたい。（ATENA） 

（３）国内外における不具合等 

○ 不具合事例の調査結果の説明で、一過性の指示変動などはあったものの、安全

保護系が作動できなくなるような事象は発生していないとあるが、安全系設備

が誤動作することを軽視すべきでないと考えている。（技術基盤課 今瀬専門

職） 

○ 重要でないから問題ないとしているわけではなく、小さなところから潰してい

かなければいけないという認識はある。（ATENA） 

○ BWR では、安全保護系につながる放射線モニターや中性子計装はノイズに弱い

ところがあり、幾つかの不具合事例が発生している。資料では安全保護系を中

心に説明されているが、この範囲を広げて、事故時の監視計装や制御棒駆動に

係る制御系といった重要な装置についても、今後対応が検討される予定と考え

てよいか。（核燃料廃棄物研究部門 酒井上席技術研究調査官） 

○ ノイズ対策等は重要ではあるとは思うが、放射線計装は、EMC 対策の対象とし

ては一線を画すと考える。（ATENA） 

○ 放射線計装については、安全保護系の入力になっているものは影響が大きいと

思う。安全保護系に係る装置が一時的とはいえ誤動作するようなことはないほ

うがよい。（核燃料廃棄物研究部門 酒井上席技術研究調査官） 

○ 趣旨は理解した。放射線モニターや核計装といった装置の誤動作が起きている

ということは、我々も承知しており、これまでも様々な対策を取っている。ど

のような試験で評価するのがよいのか、装置ごとに必要なものは何かを整理し

た上で適用するものと考えている。（ATENA） 

○ 安全保護回路に加え検出器も含むのかといった点については、共通故障の要因

になり得るかという観点から考える必要があると思う。（規制企画課 村上総

括補佐） 

○ 今の説明は、どちらかというと文書化、標準化のところからスタートして、現

状を対比しているので、共通故障の観点からも整理したい。（ATENA） 
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（４）設計の確証 

○ 2000年以降に様々なガイドが作られ国際的に標準化されている。一方で、安全

保護系に使われているコントローラーについては、必ずしもその時期に開発さ

れたものが使われているわけではないと思う。デジタル安全保護系に使われる

機器については、開発時に確証が行われていると記載されており、最新の電磁

両立性の観点に必要な対策と開発時に行った確証との差異は機器レベルで把

握されていると思うが、差があった場合にギャップを埋める等の取組を行って

いるのか。（核燃料廃棄物研究部門 酒井上席技術研究調査官） 

○ その都度、確証という形で、少なくともデジタル安全保護装置に関しては、実

施している。（ATENA） 

○ 電磁両立性に係る「確証」がどのようなものか説明してほしい。（核燃料廃棄物

研究部門 酒井上席技術研究調査官） 

○ 関西電力株式会社の場合で説明すると、新たな更新工事、例えば許認可対象設

備や重要度が高い設備を新たに購入、据付けする際には、設計検証をすること

が定められている。過去の検証の際のデータや新しい設計のデータを確認し、
5に定められている項目も含めチェックするもので、設計を事業者として確認す

ることを「確証」としている。今後、資料により説明したい。（ATENA） 

 

４．今後の進め方 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則第３５条（安全保護装

置）の解釈において、デジタル安全保護系の適用に当たっては JEAC4620が引用され、

「想定される電源擾乱、サージ電圧、電磁波等の外部からの外乱・ノイズの環境条件

を考慮して設計し、その設計による対策の妥当性が十分であることを確証すること」

とされているが、EMC対策としての具体的適用規格は規定していない。 

本意見聴取会において、ATENA から事業者の取り組み等について説明を受けたが、

具体的な EMC 対策として達成すべき水準、共通要因故障としての EMC の対象とする

べき機器、一般産業の電子機器として求められる水準との比較等については、今後検

討するとしている。また、国内における試験実施の可能性については、今回の説明に

含まれていない。ATENAは、産業界の自主的活動として検討を継続し、2022年 6月を

目途に意見聴取会の開催を希望している。 

これらを踏まえ、引き続き ATENAから意見を聴取し、制度改正の要否等についての

検討を行う。 

 

 

 

（参考）第１７回新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合 資料１７－１ 

 
5 日本電気協会「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程」 




































